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奈良市移動等円滑化推進補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 高齢者、障害者等の外出、移動又は施設等の利用における身体への負担を軽

減するため、本市で事業を行う者及び自治会等が講じる移動円滑化に対する措置に

ついて、奈良市移動等円滑化推進補助金（以下「補助金」という。）を予算の範囲

内で交付するものとし、その交付については、奈良市補助金等交付規則（昭和５９

年奈良市規則第２３号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の

定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、「簡易スロープ」とは、段差の解消により高齢者、障害

者等の外出、移動又は施設等の利用における身体への負担を軽減するものであって、

取付けに際し工事を伴わないものをいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、次の各号のいずれにも該当する者

とする。 

(１) 次のいずれかに該当する者であること。 

ア 市内に事業所を置き、商業その他の事業を行う者（障害を理由とする差別の

解消の推進に関する法律（平成２５年法律第６５号）第２条第３号に規定する

行政機関等を除く。） 

イ 市内の自治会その他これに類する団体 

ウ その他市長が特に必要と認める者 

(２) 市税の滞納がない者であること。 

(３) 暴力団等（奈良市暴力団排除条例（平成２４年奈良市条例第２４号）第２条

第３号に規定する暴力団等をいう。）に該当しない者であること。 

２ 前項の規定にかかわらず、同一年度内において既に補助金の交付を受けた者は、

補助金の交付を受けることができない。 

（補助対象経費） 



第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、簡易

スロープの購入に要する経費（消費税及び地方消費税を除く。）とする。ただし、

国、県その他各種団体が実施する補助制度を利用する場合は、補助対象経費としな

い。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費の額に２分の１を乗じて得た額（１００，００

０円を限度とし、その額に１００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた

額）とする。 

（交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、規則第４

条第１項に規定する補助金等交付申請書に、次に掲げる書類を添えて、市長に提出

しなければならない。 

(１) 購入を予定する簡易スロープに係る見積書 

(２) 前号の簡易スロープに係る仕様書、カタログ等資料 

(３) 市税納付状況調査兼暴力団等の排除に関する同意書（別記第１号様式） 

(４) その他市長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第７条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査するとともに、必要に

応じて調査を行い、交付を決定したときは、規則第７条第１項に規定する補助金等

交付決定通知書により申請者に通知をするものとする。 

（交付の条件） 

第８条 市長は、補助金の交付について、規則第６条第１項に定めるもののほか、当

該補助金の交付を受ける簡易スロープについて、次の条件を付するものとする。 

(１) 主たる使用の場所は、本市内とすること。 

(２) 広く公共の用に供すること。 

（実績報告） 

第９条 補助金の交付決定を受けた者は、簡易スロープの購入が完了したときは、規

則第１４条に規定する補助事業等実績報告書に次に掲げる書類を添えて、同条に規

定する期日までに市長に提出しなければならない。 

(１) 購入した簡易スロープに係る領収書の写し 



(２) その他市長が必要と認める書類 

（処分の制限） 

第１０条 補助金の交付を受けた者は、補助金の交付を受けた日から８年を経過する

前において、当該補助金の交付を受けた簡易スロープを処分しようとするときは、

あらかじめ、財産処分承認申請書（別記第２号様式）を市長に提出し、かつ、その

承認を得なければならない。 

（関係書類の保管） 

第１１条 補助金の交付を受けた者は、補助金の交付に係る収支等を明らかにした帳

簿等を備え、かつ、当該収支等についての証拠書類を整理し、簡易スロープを購入

した日の属する年度の翌会計年度から５年間保管しなければならない。 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

附 則 

この告示は、平成３０年７月２６日から施行する。 

  附 則（令和３年３月１９日告示第１２６号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際、現にこの告示による改正前のそれぞれの要綱の規定に基づ

き作成されている用紙は、当分の間、必要な調整をして使用することができる。 

   附 則（令和４年３月３０日告示第１７０号） 

 この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

  



第１号様式（第６条関係） 

 



第２号様式（第１０条関係） 

 


